
 

滋賀県企業立地促進補助金交付要綱 
 

 

 

 

（通則） 

第１条 滋賀県企業立地促進補助金（以下「補助金」という。）の交付については、滋賀県補助金

等交付規則（昭和 48 年滋賀県規則第９号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

 

（趣旨） 

第２条 知事は、県内への新規立地や再投資等を促進し、県内経済の活性化および県民生活の向

上に寄与するため、企業における県内での新たな設備投資に伴う、人材確保や通勤環境の改善

等を図ろうとする取組に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（１） 工場 統計法（平成 19年法律第 53号）第２条第９項に規定する統計基準として定める

日本標準産業分類（以下「日本標準産業分類」という。）に規定する製造業（以下単に「製造

業」という。）を営む事業所をいう。 

（２） 本社 企業の代表者が通常執務し、かつ、経営方針の意思決定機能（以下「本社機能」

という。）を有する事務所をいう。 

（３） 本社工場 工場のうち、本社機能を有するもの（当該工場に併設する施設が本社機能を

有する場合を含む。）をいう。 

（４） マザー工場 工場のうち、製品または生産技術の開発、試験および研究ならびに試作品

の製造を行う機能を有するものをいう。 

（５） 研究開発施設 日本標準産業分類に掲げる学術研究、専門・技術サービス業のうち製造

業に係る自然科学研究所で、独立した施設と認められるものをいう。 

（６） 新設 県内において新たに事業所を建設すること、事業所または設備を売買等により取

得すること、または賃貸借等により新たに事業所または設備を使用する権原を取得すること

をいう。 

（７） 増設 県内における既存の事業所において施設または設備を新たに設置し、または併設

することをいう。 

（８） 投下固定資産額 事業所の敷地内においてその事業の用に供する固定資産（所得税法施

行令（昭和 40 年政令第 96 号）第６条第１項第１号から同項第３号まで、同項第６号および

同項第７号に掲げる資産（耐用年数が１年未満のものおよび取得価額が 20万円未満のものを

除く。）をいう。）の取得価額の合計額をいう。 

（９） 中小企業者 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第２条第１項に規定する中小

企業者をいう。 

（10） 地元常用雇用者 企業が直接雇用する雇用者であって、県内に住所を有し、雇用保険    

 および社会保険の被保険者資格を有し、かつ、１週間の所定労働時間が 30 時間以上のもの

をいう。 

（11） 特定地域 新幹線新駅計画跡地後継プランに基づく事業の実施地域をいう。 

（12） 重点地域 企業立地を重点的に促進すべき地域として別に定める地域をいう。 

  



 

（補助対象者） 

第４条 補助金の対象者は、次の各号に掲げる要件に該当するものとする。 

（１） 次のいずれかに該当する事業であること。 

  ア 製造業 

  イ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成 19年法 

律第 40号）第 17条に規定する承認地域経済牽引事業 

  ウ 道路貨物運送業・倉庫業 

（２） 当該設備投資に係る土地取得費を除く投下固定資産額が、10億円以上（中小企業者に 

ついては２億円以上）であること。 

（３） 当該事業所に勤務する地元常用雇用者の増加数が５人（中小企業者については２人）以 

上であること。また当該企業において、当該事業所を含む県内全事業所の地元常用雇用者の増

加数が５人（中小企業者については２人）以上であること。 

（４） 当該設備投資において、「滋賀県産業立地戦略推進助成金」の助成対象施設として指定

を受けていないこと。 

２ 次に掲げる要件のいずれかに該当するものについては、前項第２号中「10億円」とあるのは

「５億円」とする。（中小企業者については、前項第２号中「２億円」とあるのは「１億円」と

する。） 

ア 本社、本社工場、マザー工場または研究開発施設の新設または増設を行うもの 

  イ 海外もしくは他の都道府県から滋賀県内に事業所を統合し新設するもの 

  ウ 特定地域または重点地域に新設または増設を行うもの 

    エ 災害等の外的要因によるリスクに対応し、自社での部品の内製化や、取引先からの要請に

よる生産ラインの新設または増設を行うもの 

 （２） 前号ウ中、特定地域に立地する中小企業者については、第１項第２号中「２億円」とあ   

 るのは「5,000万円」とする。 

３ 持株会社（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下 

「独占禁止法」という。）第９条第４項第１号に規定する持株会社をいう。以下同じ。）の子会

社（独占禁止法第９条第５項に規定する子会社をいう。以下同じ。）は、第１項および第２項の

投下固定資産額および地元常用雇用者の増加数の算定に当たって、当該持株会社の設備投資お

よび地元常用雇用者の増加数を当該子会社の設備投資および地元常用雇用者の増加数とみなし

て、当該持株会社による投下固定資産額および地元常用雇用者の増加数を算入することができ

る。この場合において、当該子会社が中小企業者である場合は、第１項第２号の規定について

は、当該持株会社の企業規模を適用する。 

４ 持株会社は、第１項および第２項の投下固定資産額および地元常用雇用者の増加数の算定に

当たって、当該持株会社の子会社の設備投資および地元常用雇用者の増加数を当該持株会社の

設備投資および地元常用雇用者の増加数とみなして、当該子会社による投下固定資産額および

地元常用雇用者の増加数を算入することができる。 

 

（補助対象経費、補助対象期間、補助率および補助限度額） 

第５条 補助対象経費、補助対象期間、補助率および補助限度額は、別表に掲げるとおりとする。 

 
（全体計画の提出） 

第６条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「事業者」という。）は、事前に第４条に

掲げる要件についての計画を記載した全体計画シート（様式第１号）を知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

（全体計画の確認） 

第７条 知事は、前条に掲げる全体計画の提出があったときは、その内容を確認後、事業者あ



 

て通知する。 

２ 事業者は、全体計画に係る設備投資については、前項による通知を受けた日以降に着手し

なければならない。 

 

（全体計画の変更等） 

第８条 事業者は、前条の通知を受けた全体計画について、その内容に変更が生じたとき（軽微

な変更を除く）、または中止、廃止するときは、全体計画変更（中止、廃止）届（様式第２号）

をあらかじめ知事に提出しなければならない。 

 

（操業開始の届出） 

第９条 事業者は、第７条の通知を受けた日から３年を経過する日までに第４条第１項第２号

および第３号に掲げる要件を満たし、操業開始届（様式第３号）を知事に提出しなければな

らない。 

 

（補助金の交付申請） 

第 10条 事業者は、補助金の交付を申請しようとするときは、補助金交付申請書（様式第４

号）および補助事業計画書（様式第５号）を、別に定める期日までに知事に提出しなければ

ならない。 

 

（交付の決定） 

第 11条 知事は、規則第４条に規定する補助金の交付の決定を、申請を受け付けた日から 30

日以内に通知する。 

 

（交付決定の取り消し等） 

第 12条 知事は、規則に規定するもののほか、事業者が次のいずれかに該当するときは、その

交付決定を取り消すことができる。 

（１）第８条に掲げる全体計画の廃止の届出があったとき。 

（２）第９条に掲げる期日までに操業開始の届出がなかったとき。 

 

（申請の取り下げ） 

第 13条 補助金交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付決定の内容また

はこれに付された条件に不服があり補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、交付決

定通知を受けた日から 10日以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。

ただし、知事が特に必要があると認めるときは、この日を繰り下げることができる。 

 

（補助事業の変更等） 

第 14条 補助事業者は、その補助事業の内容に変更が生じたとき（軽微な変更を除く）、または

中止、廃止するときは、補助事業変更（中止、廃止）承認申請書（様式第６号）をあらかじめ

知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の変更等の承認にあたっては、必要に応じ条件を付し、または申請内容を変更

して承認することができる。 

 

（実績報告） 

第 15条 補助事業者は、補助事業が完了したとき、または第 14条の規定による廃止の承認を受

けたときは、その日から 30日を経過した日、または補助事業を実施した次年度の４月 10日ま

でのいずれか早い日までに、補助事業実績報告書（様式第７号）を知事に提出しなければなら

ない。 

２ 補助事業者は、補助事業が連続して次年度以降に行われるものであるとき、次年度の４月 10



 

日までに、当該年度の実施分について補助事業実績報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 16条 知事は、前条の規定による実績報告を受けた日から 30日以内に、当該年度の補助金の

額の確定通知を行う。 

 

（概算払等） 

第 17 条 知事は、補助事業を遂行するために必要があると認めるときは、補助金の全部または

一部を概算払いにより交付することができる。 

 

（補助対象期間の特例） 

第 18 条 補助事業のうち、次のいずれかに該当するものについては、当該年度の交付決定日を

待たずに事業に着手し、当該年度において補助の対象とすることができる。 

 （１）初年度に交付決定を受け、翌年度または翌々年度にかけて連続して事業を行うもの。 

 （２）事業の性質等から事前に着手する旨届出があり、その内容についてやむを得ないと知事 

が認めるもの。 

 

（補助金に係る経理） 

第 19 条 補助事業者は、補助金に係る経理についてその収支の事実を明確にした証拠書類を整

理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しな

ければならない。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第 20条 補助事業者は、第６条に基づく全体計画シート、第８条に基づく全体計画変更（中止、

廃止）届、第９条に基づく操業開始届、第 10条に基づく補助金交付申請書および補助事業計画

書、第 13条に基づく申請の取下げ、第 14条に基づく補助事業変更（中止、廃止）承認申請書、

第 15 条に基づく補助事業実績報告書の提出については、滋賀県インターネット利用による行

政手続等に関する条例（平成 16年滋賀県条例第 30号）第３条第１項に規定する電子情報処理

組織を使用して行うことができる。 

 

（その他） 

第 21条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年７月１日から施行し、同年４月１日以後に設備投資に係る契約、発注

等を行う事業者に係る補助金について適用する。 

 （経過措置） 

２ 令和２年４月１日から同年６月 30 日の間に設備投資に着手した者に係る第７条第２項の規

定の適用については、同項中「通知を受けた日」とあるのは、「令和２年４月１日」とする。 

 

 付 則 

この要綱は、令和３年３月 15 日から施行し、同年４月１日以後の補助金について適用する。 

 

 付 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。この要綱による改正後の第５条別表の規定は、

同日以後に第７条により確認した全体計画にかかる補助金について適用する。令和６年３月 31

日以前に同条により確認した全体計画にかかる補助金については、なお従前の例による。 

 



 

付 則 

  この要綱は、令和６年８月７日から施行する。 

 

付 則 

  この要綱は、令和７年 月 日から施行する。 

 

別 表 補助対象経費、補助率および補助限度額 

 
１．単独事業者による事業の場合 

補助項目 
（１）人材確保・人材育成に 

関する取組 
（２）通勤環境の改善に関する取組 

補助対象経費 

広告宣伝費、印刷製本費、資料購入費、情報掲載料、出展料、受講料、専門家謝
金、専門家旅費、旅費、賃借料・リース料、人件費（別に定めるものに限る）、
委託料、消耗品費（別に定めるものに限る） 
 

その他、知事が特に必要と認める経費 

対象期間 

（人材確保） 

操業前２年度以内 

操業後３年度以内 

（人材育成） 

操業前１年度、後２年度以内 

補助率 補助対象経費の最大 1/2 

補助限度額 

（単年度） 

3,000千円 3,000千円 

（１）～（２）の計で 5,000千円 

 

２．複数事業者による共同事業の場合 

補助項目 
（１）人材確保・人材育成に 

関する取組 
（２）通勤環境の改善に関する取組 

補助対象経費 

同 上 対象期間 

補助率 

補助限度額 

（単年度） 

4,500千円 4,500千円 

（１）～（２）の計で 7,500千円 

注１ 補助対象経費は、補助事業での実施に直接必要とされるものに限る。 

注２ 補助対象経費は、消費税および地方消費税を除いた額とする。 

注３ 補助金額は、千円未満を切り捨てる。 

注４ 補助金額の下限は、150千円（複数事業者による共同事業の場合 250千円）とする。 


